





























『デジタルアーカイブの構築 ･ 共有 ･ 活動ガイ
ドライン』は，デジタルアーカイブを次のように
定義している。
　ここでは様々なデジタル情報資源を収集 ・ 保存 ・
提供する仕組みの総体をいう。 デジタルアーカイブで
扱うデジタル情報資源は , 「デジタルコンテンツ」 だけ
でなく , アナログ媒体の資料・作品も含む 「コンテンツ」
の内容や所在に関する情報を記述した 「メタデータ」







































内書 , パンフレット , 目録 , 図録等を作成するとともに ,
これらを閲覧に供し , 頒布すること。
二　博物館資料に関する解説書， 年報， 調査研究


















－収集保管 ・ 調査研究から新展示 ・ 慰楽まで－
2． 博物館は利用者 , 潜在利用者の全ての人々と対
話する。 －面談からインターネットの双方向交流まで
－
3． 博物館は年齢 , 性別 , 学歴 , 国籍の違いと , 障害





1． 博物館は規模別 , 館種別 , 設置者別 , 地域の相
違を超えて連携する。 －相互理解が連携の道を拓く－
2． 博物館は学校 , 大学 , 研究所等と連携する。 －
博物館活動の科学的基盤を整備する－
3． 博物館は家庭 , 行政 , 民間団体 , 企業等 , 地域
社会と連携する。 －市民参画が新しい地域文化を創
造する－














が , アナログ形態のものをデジタル化して記録 ・ 保存
し , それを広く公開することまでは本来的な業務として
読み取れるようにはなっていないため , 組織的対応が
しづらいのではないかという指摘である。 特に , 博物
館法においては , 図書館法にはある保有する収蔵品・
資料のメタデータ整備についての業務も規定がない。
　このため , 現在は , デジタルアーカイブの業務はアー
カイブ機関にとっては , 基本的業務ではなく， 付加的
業務という位置付けにすぎない。 アーカイブ機関がメ
タデータを整備しデジタルアーカイブを積極的に推進
























まる。 情報技術の進展で , 博物館の情報発信の方
法は格段に発展した。 特にインターネットによる情報


























イブの構築及び連携 ・ 共有を進めるに当たって , 制
度的裏付けが十分でないという指摘がある。 具体的






活用の推進は , 文化の保存 ・ 継承 ・ 発展だけでなく，
コンテンツの二次的な利用や国内外への情報発信の
基盤となる取組である。 そして , この取組では， デジ
タルアーカイブの構築 ・ 共有と活用のサイクルを持続
的なものとすることにより , 教育 , 学術 ・ 研究 , 観光，
地域活性化 , 防災 , ヘルスケア , ビジネス等の様々な
用途での利活用を促し , その便益を広く国民のものと






























　作品 ・ 資料の公開は , インターネットに象徴される
通信 ・ ネットワーク環境の変化と技術革新 , それらに
伴う社会的なニーズの変化にも対応しつつ , 専門家 ・
一般利用者がアクセス可能なシステムを構築していく










境の変化も踏まえ , 多言語化対応も含めて , デジタル





































ブの構築 ･共有 ･活用ガイドライン .
h t tps : / /www.kan te i .go . jp / jp / s ing i / t i t ek i2 /
digitalarchive_kyougikai/guideline.pdf
量的には膨大で，デジタルアーカイブ化以
前の整理（階層化）にすら着手されていな
いことも多い。これらは個人情報をはじめ
とするセンシティブな情報を含んでいる場
合も多いので，整理の上公開するとしても，
著作権や肖像権等をクリアする必要がある
し，また公開範囲や利用条件を設定する場
合もある（全国美術館会議，2020）。とは
いえ全国美術館会議情報 ･ 資料研究部会の
報告書（2020）が推奨しているように，将
来的に外部からのアクセスを（部分的では
あっても）可能にする，資料の存在を検
索可能な状態にするといった公開 ･ 活用の
方針をもつことが重要であろう。全国美
術館会議の行動指針 7 にもその旨記されて
いる。「調査研究の基盤の一つをなす，作
品・作家に関する図書，アーカイブ資料等
を積極的に収集，整理，蓄積，保存し，公
開して広く美術への関心，研究に応える必
要も極めて大きい。また，これ自体も研究
活動として重要である」（全国美術館会議，
2017）
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